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ソ連経済のターンパイク径路と最適径路＊
一1966年投入産出関連データによる試算一一

久保庭 真　彰

1・はじめに

■

　この小論は，1966年という一時点に関するソ連経済

．の投入産出データを動学的多部門分析用に再構成し，そ

れをプロトタイプの閉鎖系《蓄積ターンパイク模型》と

開放系《消費ターンパイ．ク模型》とにあてはめ，1966年

を基準年とするターンパイク径路と最適径路とを計算す

る；とによって，ソ連経済の再生産分析とターンパイク

特性の若干の吟味を行なうことを目的とした試論である。

小論における動学径路の試算は時系列投入産出データに

依拠していないし，用いられる模型もソ連・東欧経済の

分析と計画化にとって重要な多期間建設ラグとその部門

別差異という要因を導入していないなど，データと模型

の双方についてここでの試論はプリミティヴである1）。

しかし，小論の試みは以下の3点において若干の独自性

を有しているものと考える。

　第1。動学的多部門分析には一連のデータ・セット

（投入係数1減価償却係数，固定資本係数，在庫係数の

各行列など）が不可欠である。これまで，ソ連中央統計

局は，1959，1966，1972年について部分的に削除された

産業連関表第1象限（当年価格ノ購入者価格表示），およ．

ぴ66，72年の2ヶ年について削除のない固定フォンドバ

ランス表（対比価格／年平均帳簿価値表示）をrソ連経済

統計年鑑（Narkhozと略記）』に逐次公表してきた。固

定フォンドバランス表の作成は，資本主義圏にみられな

い重要な成果であるが，産業連関表の全体像が非公表の

　＊　本稿は昭和57年度文部省科学研究費補助金（奨

励研究A）による研究の一部である。小論に関する，

北大スラブ研究センター計画経済研究会，一橋大学経

済研究所定例研究会における筆者の報告に対して出席．

された諸教授（特に吉野悦雄，鈴村興太郎助教授）から

・有益なコメントをうることができた。また。小論の計

算作業について，．当研究所電算機室助手の宇野富美子

氏から特に助力を受けた。ここに記して感謝する。

　1）　建設ラグを伴うターンパイク模型ならびにター

ンパイク理論をめぐるソ連での議論については，さし

あたり拙稿［21コ参照。

ため中央統計局公表バランスだけでは，動学分析のみな

らず怠学分析もできない。そこで，ソ連の学者たちも産

業連関表（第1，第2，第3象限）の復元・推計作業を行

ない，その一部を著書・論文の形で公刊してきたし，米

国のTrem1を中心とする研究グループもその詳細な再

構成作業をすすめてきた。こうした試みははなはだ貴重

であるが，動学分析用データ・セットを与えるに至って

いない。本稿は，1966年に焦点を絞って所要のデー

タ・セットを編集し，それを明示する。

　第2。ソ連経済の均衡成長径路や最適成長径路を正値

行列の固有値問題やリニアプログラミング問題の求解に

よって確定する研究は，これまでソ連で数多く行なわれ

たようであるが，われ，われが知りうる計算結果は数少な

い。そのうち代表的なのは，エフィモフ語ブシォヴィ

ッチ（〔3］，［4］），カントロヴィッチーマカロフ（［12］），チ

ェルムヌィフ〔9］である。このうち前の3つは，まった

く非公表のゴスプラン付属経済研究所作成の1965年デ

ータベースに依拠しているだけでなく，．ターンパイクの

計算に終始しており，最適径路のそれへの継続的偏筒性

すなわちターンパイク特性の研究を行なっていない。チ

ェルムヌィフは，1966年データと《蓄積ターンパイク模

型》とを用いてターンパイク特性を調べているが，デー

タベースがまったく不明瞭であるばかりでなく，試算結

果にも疑問がある6本小論はデータベースを明示するの

に加えて，《消費ターンパイク模型》を用いたシミュレ

ーシ日ンも行なっている。これ自体公表されるうちでは

欧米のソ連研究も含めて多分はじめての試みであるが，

ここでの試算は，従来の研究の概略についての判断の指

針牽も提供するものと考える。

　第3。ソ連の統計方式によってデータを編集すると，

固定資本係数行列と在庫資本係数行列の和によって定義

されるストック係数行列Bは部門分割の仕方次第で正

則でなくな．ることがある（detβ＝0）。通常《ターンパイ

ク定理》の樹立とその数値的吟味に際して，B行列の正

則性が仮定される2）が，．本小論のシミュレーションは，

ソ連経済という対象の独自性だけではなく，この仮定が
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成立しない揚合のターンパイク特性の数値的検討にもな

っている。

2．模 型

　小論で用いる模型は，カントロヴィッチ［5］，DOSSO

［11コ，Br6dy［10］就中筑井他［25コ，　Tsukui－Muraka－

mi［20］によって開発された模型のプロトタイプに属す

るから，ここでの模型記述は必要最少限にとどめる。

．2・1．《蓄積ターンパイク模型》

　計画最終期の資本蓄積額の最：大化を目的とする閉鎖系

価値表示の《蓄積ターンパイク模型》は，κ④を孟期¢

＝0，…，T）の産出ベクトル＠×1），・4，βをそれぞれ非

負の拡大フロー係数行例，拡大ストック係数行列＠×

π），ρを所与の最終期ストック評価ベクトル（1×η）と

すると，次の大規模LP問題として定式化することがで

きる。すなわち，σ．冠）　　，

　max、ρβの（T）：

　卯（の≧1藍”（の十β（躍（羽十1）一の（の）　（6＝0，1，…，T）

　∬（ε）≧o　 （6＝0，1．，．，．，コ【）

（ただし妖0）は所与で，（1一孟十β）叙0）＞o，ρβ≧o）。

行列五，Bは次のように定義されている。

　　且≡．4＋cω；4≡4（1＞＋孟（2），

　　β≡B＋肌の；β≡βω＋・B（2）

ここに・4，’4ω，4（2）：非負のフロー係数行列，投入係数

行列，減価償却係数行列＠×π）；B，Bω，Bω：非負の

ストック係数行列，固定資本係数行列，在庫資本係数行

列＠×π），e，配＝非負のフロー消費係数ベクトル，ス

トック消費係数ベクトル（π×1），．砿正の賃金投入係数

ベクトル（1×π）。

　問題（」刀のの可能径路の1つをなす産出（額）ターンパ

イク方程式は，”を均衡産出ベクトル，gを正の均衡成

長率として，

　　澱＝（五十gβ）κ；　θの＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　（2，1）

と書かれる（e＝；（1…1））。上式はg－1の＝（∬一孟）一1Bκと

表わせる。ここで次の仮定を設ける。「仮定1（1一，4）一1

＞0；Bの各列は少なくとも1つの正のエレメントを

もつ。」この仮定のもとでは，（∬一・4）一1β＞0ゆえ，正

値行列に関するPerron－Frobeniusの定理より，行列

　2）　たとえば筑井氏等は次のようにいう。「［資本係

数行列Bコの非特異性に関しては，議論の多いところ

であるが，現実の生産活動には固定資本設備だけでな

く，原料および製晶の在庫資本も必要とされることを
考えれば，iBl≠0［det　B牛0］の仮定は一般的に満足

されるものとなる。」（［25］p．12，［20］p．9）。
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（∬＿ノ［）”1βの絶対値最大の正の固有根λ＊とそれに属す

る正の右固有ベクトルがが一意的に定まり，．それ以外

の非負固有凌クトルは存在しない。したがって経済的に

有意味なターンパイク径路は，半直線｛αガ：α≧0｝によ

って定義され，，この径路上の均衡成長率グはλ＊の逆

数によって与えられる。

　さて，「仮定1」に加えて，「仮定2detβ≠0」を設

け，さらに若干の仮定3）を追加すると，十分大きな計画

期間7に関してターンパイク径路と問題（ε7フのの解に

よって与えられる最：適径路との間に，初期値澱（0）と評

価ベクトルρのいかんにかがわらず，「ターンパイク弱

定理：計画期間丁の長さにかかわりなく定まる一定期

間70を除いて，すべての最適径路は相対的にターンパ

イクの近傍に集束し続ける」および／あるいぼ「ターン

パイク強定理：最適径路が相対的にターンパイクを離れ

る期間7bは計画初期と終期に限定され，中間期間では

最適径路は相対的にターンパイクの近傍に集束し続け

る」という関係が成立する。問題σ紛の双対問題＝価

格ターンパイク模型についても同様の定理を樹立するこ

とができるが，本小論では，（2．1）式の双対方程式，す

なわち価格（指数）ターンパイク方程式にのみ関賦する。

それは，均衡価格指数ベクトルをP（1×η），均衡利潤

率をγとすると次式によって定められる。

　　p＝p（∠4十γβ）；pe’』p（0）θ’［＝？z］　　　　．（2．2）

（ただし，P（0）＝（1…1）は初期価格指数ベクトル）。

「仮定1」がみたされると，先と同様に，非負行列B（∬

一五）’1の絶対値最大の正の固有限の逆数によって均衡

利潤率7＊は与えられ，それに対応する左固有ベクトル

によって均衡価格指数グは決定される（以下の試算で

はρ＝（1…1）とし，紙幅の制約のゆえに配≠0のケー

スにはふれないことにした。すなわち配＝0）。

　（2．1）式と（2．2）式とを用いる．と

　　9＊＝γ＊；」P＊（∬一ノ重）”＊／P＊B劣＊　　　　　　　　　　　　（2．3）

が成立する。したがって．4とBの摂動をそれ．それ4．4，

♂Bとすると次の近似式をうるこ．とができる（［10］pp．

127－8）。

　3）　追加的仮定にはいくつかのヴァリアントがある
（Morishima［14］，　McK：enzie・［13コ，　Tsuklui＆Mura－

kami［20］；qepeMHblx［9］）。筑井の条件rdet（1十
（1一盆）β一1）≠0および∬十（1一．4）8－1のπ個の固有

値ρ1，ρ2，…，ρπは単根かつρ1＝1十諮一1中「ρzlσ＝2，

・，π）」は森嶋のprimitiマe条件に対応する。この仮

定が充たされなければ，有効径路の非負象限内での非

減衰振動の可能性を排除することができない。
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　　吻＊＝一P＊（d11十9＊（9β）忽『ノ、P＊Bが　　　　（2．4）

上式は二様に解釈できる。第1に，技術係数変化による

均衡成長率変化の近似評価式と解釈しうる。すなわち，

！4ないしβが増加（減少）すれば均衡成長率は下落（上

昇）する。・これは，消費係数ベクトル¢が増加（減少）す

れば均衡成長率は下落（上昇）する，つまり6をどのよ

うにaugmentするかに応じて均衡成長率が左右される

ことも含意している。第2に，均衡成長率の計算値は，

フロー係数の測定誤差に比して，ストック係数のそれに

はさほど感応的ではないと読める。一般的には，ストッ

ク係数の測定に困難があるから，この性質は望ましいか

ソ連経済統計の削合逆にブロー係数の測定に一定の困難

があるので必ずしも好ましいとは言えない点に注意され

るべきである。

　2．2《消費ターンパイク模型》

　蓄積ターンパイ．ク模型は，成長制約要因を資本蓄積に

限定し，計画目的を計画最：終期の資本蓄積額最大化にお

いていたが，社会主義経済の計画目的は消費水準の向上

におかれるべきであろうし，ソ連（東欧）経済の60年代

以降の成長問題を労働供給制約なしに考えるのは，はな

はだ非現実的だと酬えよう。労働供給を成長の基本的成

長制約要因とし，消費水準の最大化を目的とした計画模

型の1つに，《消費ターンパイク模型》があ，る。われわ

れは，統計的測定上の都合と双対系との整合性を老えて，

すでに労働投入係数ではなく賃金投入係数を用いている

から，これに合わせて労働供給制約を賃金フォンド制約

に代理させることに．した。舌期の賃金フォンド総額を

iγ④（研（0）は所与）として，その成長率gを一定とし

て外生的に付与すると

　　レ（の＝（1十9）卯（0）

である。gは就業可能人口増加率gエと1人あたり平均

賃金増加率¢2とによって決まる（σ＝σ1十σ2十glg2）。平

均賃金の増加率が労働生産性の増加（ハロッド中立的技

術進歩）に起因するとすれ属われ，われの方式は経験的

分析に十分たえうるごとがわかる。目的関数としてはカ

ントロヴィッチ［5］の目的関数の動学版，すなわち消費

構成を婚期にわたって一定とし，そのセット数（消費総

額）ゐ累積和（現在価値評価）が目的関数とされる。以上

の準備のもとに，消費ターンパイク模型は，成分和を1

とする消費構成非負ベクトルを¢＠×1），‘期消費総額

をθ（の，割引率をδとすると次のように叙述される。

σ6）

　maxΣ（1＋δ）一‘θ（のII

　　　‘ニ0

Vo1．34　No．3

∬（の≧孟劣（の十β（鉛（孟十1）一渥（の）十θ（の9

｛欄（の≦（1＋9）‘躍（0）
の（の≧o，　θ（の≧0　 （孟＝0，1，…　，T）

（ただし¢（0），∬（T÷1）は所与で（∬一・4十β）妖0）＞o，

¢（T十1）≧0とする）。　　　　　　　　　　　　’

　この模型についても，蓄積ターンパイク模型と同様に，

「仮定1’（1－4）一1＞0，（∬一4－9β）一1＞0」，「仮定2’

det・8半0」に加えて若干の追加的仮定を設けると，問題

（2．4）の解径列である生産と消費の最適径路と各財が特

定の構成を保ちつつ一定率gで成長する均衡成長径路

（生産と消費のターン穴イク径路）との間に先と類似の

「ターンパイク弱定理」および／あるいは「ターンパイ

ク強定理」に示される関係が成立することが予想されて

いる4）。

　生産と消費のターンパイク径路は，

　　忽＝ノ1∬十g1｝κ一1一θg；ω鉛＝匹7（0）　　　　．　　　　（2．5）

の正数解＠＊，θ＊）をもとに

　　κ＊（り＝（1十g）‘κ＊；θ＊（の＝（1十g）むθ＊　　　　（2．6）

によって与えられる。本小論では，問題σ6）で所与と

される計画期後（T十1）期の産出額ベクトル奴丁＋1）は

が（7’十1）に等しくとった。すなわち

　　κ（2「十1）＝劣＊（コP十1）＝（1十9）T＋1」6＊　　　　　　（2．7）

これにより消費ターンパイク特性に関するわれわれの検

討は初期調整のあり方に重点を置いたものとなる5）。な、

お，（2．5）式に双対的な価格指数方程式は

　　P＝P二十己。十僧Pβ；γ＝9　　　　　　’　　　　　　　（2・8）

となる。しかし，双対消費ターンパイク模型と同様（2・

8）式は本稿では用いることはな、｝。

　　4）　目的関数が強凹でg＝δの場合の証明はすでに

　与えられているが，gキδの揚合，あるいはg＝δであ

　っても目的関数が線型の場合については厳密かつ一般

　的な証明は与えられていないようである。理論的には，

　目的関数が線型の場合，value　lossが小さくなるから
　ターンパイク特性が弱まることになる（亡25］第2章，

　第9章，［20］chs．2，7参照）。

　　5）　終期条件の（丁十1）のターンパイク上への指定

　によって，消費ターンパイク特性の数値的吟味の意義’

　は乏しくなると考える向きもあろう。1しかし，第1に，

　ターンパイク径路が社会主義経済にとって望ましい釣

　合いのとれた発展径路を厳密に規定するものと考える

　なら，小論の枠組みでは∬（T十1）をターンパイク上

　に設置するのはきわめて自然なことである。第2に，

　最適径路のある期間毎のreviewを行なうとすれば，

　実際に問題になるのは，最適径路が有意味な暦上の時

　間内にターンパイクに達するのかどうか，達するとす

　ればいかなる初期調整を経て達しうるのかということ
　である（［2］参照）。

■
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第1表　ソ連1966年7部門投入産出資料（当年購入者価格表示）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位110億ルーブル）

工
業
二
業
業
信
・
惑

乱
設
蝋
型

　
　
．
叩
　
輸
蓼

重
軽
食
建
農
運
商
調

1
　
2
　
5
　
4
　
5
　
6
　
　
7

中
間
財
取
引
行
列

　　　　　食　品　　　　　　　　運輸・　商業・

重蝶軽環工業建諜農業通信難：
1　　　　2　　　　3　　　　4

　　　　　その他
5　　6　　7　　計

72．4　　　2．2

1．9　　　　27．0　，

0．9　　　0．7

2。4

05

22．1

2L3　　　　5．7　　　　3．9　　　　　L8　　　109．7

0．6　　　　　0．3　　　　　0．2　　　　　0．3　　　　30．8

0．1　　　　　0．9　　　　　　　　　　　　0．3　　　　25．0

Og7　　　　　5，4　　　　31．2　　　　　一　　，　　17．6

15。9　　　　　0．4　　　　　L5　　　　　0．1　　　　　0．9

4．6　　　　　1．7　　　　　7．0　　　　　0．5　　　　　2．9

0．1　　55．0

0，2　　19．0

0．4　　17．1

計 196・・37・・64・722・28・・…　3・・256・

業
立
業
業
業
信
・
他

工
エ
ェ
設
樋
囎

　
　
晶
　
輸
論

壇
軽
食
建
農
運
商
調

1
　
2
　3
　
4
　
5
　
6
　
　
7

減
価
償
却
行
列

6．8　　　　0．4　　　　0，7　　　　1．6　　　　2．2　　　　　1．7　　　　0．6　　　　14．0

3．2　　　　　0ユ　　　　　0．3　　　　　0．2　　　　　1．3　　　　「1．1　　　　　0．6　　　　　6，8

0．0　　　　　0．0　　　　　0，0　　　・　　0．0　　　　　1r2　　　　　0．0　　　　　0．0　　　　　1．2

十一言
口 1・…ぬ・・・・…　72…　222・
宰
取
二
業
業
信
・
他

用
田
富
設
爆
弾

　
　
品
．
輸
蓼

重
軽
食
建
農
運
商
調

1
　
2
　
3
　
4
　
5
　
6
　
　
7

固
定
資
本
行
列

64．0　　　　　3．5　　　　　65　　　　　8．6　　　　20．5　　　　16ユ　　　　　5．8　　　125．0

75．0　　　　 3．1　　　　65　　　　　3．2　　　　30．5　　　　25．2　　　　13．9　　　157．4

0．6　　　　　0．2　　　　　0．5　　　　　0．2　　　　16．2　　　　　0．9　　　　　0．2　　　　18．8

計 1139．6　　　　　6．8　　　　13．5　　　　12．0　　　　67．2　　　　42．2　　　　19。9　　』301．．2

聖
業
業
業
業
信
・
他

圭
証
樋
鞘

　
　
品
　
輪
蓼

重
軽
食
建
農
、
運
商
調

1
　
　
2
　
　
3
　
　
4
・
　
く
V
　
6
　
　
7

在
庫
資
本
行
列

37．7

0。1

6．1　　　4．3

1．6

　　　3．4

4．9　　　　　4．6　　　　　1．2　　　　．14．0

　　　　　　　　17．7
　　　　　　　　18．2

　　　0．8　　　－

0．1　　　　　　21．8 9．2

72．8

19．3

21．6

0．8

31．2

計 「　37．8　　　　　7．7　　　　　7．8　　　　　5．7　　　　26。4　　　　　1．2　　　　59．1　　　145．7

．賃金 1　30．4　　　　　45　　　　　35　　　　15．9　　　　38．0　　　　　65　　　　　9．9　　　108．7
総生産高1・66・957・・9・64・・・…　9…　9…79・・

（出所）　中間財取引行列，賃金，総生産高：CBep八πHK［8｝cTp．82－83，減価償却行列：筆者推計，固定資

　　本行列，在庫行列：BeπK阿H［1］CTP．108－109。

（備考）各行列等の説明は本文参照。

3．資 料

最適計画問題の初期時点である1966年の投入産出関

連資料にもとづいて動学分析用の基礎データを編集した。

　部門分割は，公表バランス間の不整合性と推計誤差を

できるだけ避けることのできるレベルとして7部門分割
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第2表7山一係数行列・4，ω；・4＝∠4ω＋泌2》一購入者価格表利用のケース

フロー係数行列
　　　　　　　重工業　　軽工業
　　．4　　　　　　　　1　　　　　2

鶴
7
奮商調
他

・
信
輸
通
6

運
業

5

農設

4

建、
業工
3

品目

1重　工．業

2軽　工　業

3食晶工業
4建　　　設

5農　　．業

6運輸・通信

・離二難竜

0．47454

0．01138

0．00539

0．01917

0．00419

0．09527

0．02756

0．04561

0．47368

0．01228

0．00175

0．09474

0．00702

0．62982

0．03422

0．00552

0．24393

0．00331

0．34437．

0．01656

052644　　　0．09518

0．01379　　　0．00361

0．00230　　0．01084

0．00460　　　0．01566

0．0　　　　　　　0．22651

0．00230　　　　0rO1084

0．07726　　　0．G1149　　　0畢03494

0．29474

q．01053

0．0

0．05789

0．0

0．0

℃．0

0．12183

0．01523

0．01523

．0．03046

0．00508

0．01015

0．02030

賃金係数己0　　0．18214　0．07895　0．03863　0．36552　0．45783　0．34211・　G．50254

第3表ストック係数行列B；B謡βω＋R（2）一購入者価格表利用のケース

潮齢軽工業齪環建設農業運 ｭ池●醜
　1　2　3　4　5　6他7

1重　工　業

2軽　工　業

3食品工業
4建　　　設

5農　　　業

6運輸・通信

7商業・補給・

0．60935　　　0．16842

0．0　　　　　0。02807

0．Q　　　　O．0

0．44937　　　0．05439

0，00419　　　0．00351

0．0　　　　　0．0

　　　　　　0．0調達・その他
0．0

0．11921

0．0

0．03753

0．07174

0。00662

0．0

0．0

0．31034　　　0．30241　　　0．91053　　　1．00508

0．0　　　　　　0．0　　　　　　0．0　　　　　　．0．89848

0．0　　　　　　0．0　　　　　　0．0　　　　　　0．92386

0．09195　　　0．36747　　　1．32632　　　0．70558

0．00460　　　0．45783　　　0．04737　　　0．47716

0．0　　　　　0．0　，　　　0．0　　　　　0．0

0．0 0．0 0．0 0．0

を選んだ。すなわち，「1重工業，2軽工業，3食品工業，

4建設業，5農業，6運輸・通信，7商業・補給・調達・

その他の物的生産部門」の7部門である。「2軽工業」は

狭義の軽工業であり，織物・衣服等からなる（「2軽工業」

十「3食品工業」が広義の軽工業）。「7商業……」’には．

林業も含まれている。冶金，燃料，‘電力，機械製作・金

属加工，化学，木材・製紙ダ建設資材等を「1重工業」

に一括した代償は大きい炉，「機械製作」と「その他の

工業部門」の関連にまつわる推計問題はさしあたり解消

される。

　ソ連の産業連関表が独自の物的概念によって作成され

ていることは周知の通りであるが，そのいまユつの重要

な特徴は，当年購入者価格（最終消費者価格）表示だとい

う点にある6）。すなわち連関表のフ．ローは，生産者のコ

ストと利潤のみならず運輸・流通マージンと取引税を含

む，財の購入者によ．って支払われる価格（時価）によって

測定されている。需要分析には，購入者価格表示表は適

しでいるけれども，生産分析および収穫一定仮定に依拠

する投入産出分析には，運輸・流通マ｝ジン（と取引税）

　6）　ソ連の投入産出関連統計の性格と特徴について

は，岡［24］，野村［23コ，Trem1864［16］，［18］，

Tretyakova＆Birman［19］参照。

を除いたfaetory　gateにおける価格，すなわち生産者

価格表示連関表あ方が適している。しかし，ソ連につい

ては，購入者価格表示の推計データの方が信頼性が高い

と考えられるので，われわれはまず購入者価格表示の基

礎データを編集し，その後それとは独立に生産者価格表

示データを編集した。

　購入者価格表示のソ連1966年7部門投入産出資料は

第1表にまとめられている。以下簡単に各資料について

説明しておく。

　「中間財取引行列」は，9内生部門をもつスヴェルド

リク推計産業連関表（［8］pp．81－5）を7部門に集約した

産業連関表の第1象限である。公表産業連関表第1象限

（Narkhoz’67）は85内生部門表であるが，「その他の機

械製作」「その他の工業」という比重の大きい部分が削

除されている。この削除部分を復元させ同時に第2，3象

限も推計・再構成するというきわめてやっかいな作業は，

まず米国のTrem1θ脇Z・（［16］，［18］）によって75内生部

門レベルで行なわれたが，最近ソ連のスヴェルドリクは

9内生部門（1千万ルーブル単位4捨5入）というレベル

とはいえ．1959，66，72年の各年について連関表全体を統

一的に再構成してみせた。ス．ヴ4レドリク表とTrem1

表は近似性が高いということ，および前者の方が最終需

o
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第4表　最終需要表（当年購入者価格表示） （単位：10億ルーブル）

的
成
産
形
－

生
本
－

不
資

的
成産
笹

生
資

的
費
会
　
9

鼻
聾

巨
費
8

個
消

生産的　不生産的
在庫形成　在庫形成
　12　　　　　13

雛鞘（輸入控除）計
　14　　　15　　　16

1　重　工　業

2　軽　工　業

3食品工業
4建　　　設

5農　　　業

6運輸・通信

・難：鞘磁

14．7

27．5

62．0

21．1

7・9　117・7

1．3

2，3

　　　24．0
0．7　　　　0．8

2．4　　　0．2

2．4

19．5

3．4

0．2

1．7

6．2

0．0

4
0
0

0
0
00．0

0．0

9．2　　　　7．3　　　－5．8

1．4　　　　0．9　　　－5．1

1．0　　　1．0　　－2．4

0．8　　　　0．4　　　－2rO

00

57．2

26．2

65．6

43．5

28．0

2。6

計 127．7　　　12．4 42．5 21．9 11．5 0．4 12．4　　　　9．6　　－15．3　　223．1

（出所）　CBep期HK［8コCTP．82－85．

（備考）　1．本直に，スヴェルドリクの9×12最終需要表を7x7に縮約し，輪出目と輸入列を付加したものである。

　　　2・スヴェルドリク表はtotal　suply方式で計述されているが，本表はgross　domestic　output方式をとってい

　　　　る（2つの方式については［17ユ参照）。

第5表　消費C消費係数¢，消費構成α（購入者価格表示データの場合）

ケース1 ケース2

消費（10億
ノレーブノレ）

　c

消費係数　消費構成

σ σ

消費（10億
ルーブル）

　c

消費係数　消費構成

e α

1重　工　業

2軽　工　業

3食品工業
4建　設　業

5農　　　業

6運輸・通信

7商業・補給・
　調達・その他

26．9

24．6

62．9

19。5

20．2

2．6

0．247

0．226

0．579

0．179

0．186

0．024

0．172

0．157

0．401

0，124

0．129

0．0

0．017

36．1

26．0

63．9

19．5

21．0

2．6

0．332

0．239

0．588

0．180

0，193

0．024

0．213

0．154

0．378

0．115

0．124

0．0

0．015

計 156．7 1．441 1．000 169。1 1．556 1．000

（備考）　1．ケース1：第4表の最終需要総計列一（生産的資本形成十不生産的資本形成＋その他

　　　　支出）列＝消費列

　　　2．ケース2＝第4表の最終需要総計列一（生産的資本形成十不生滝的資本形成）列＝消

　　　　費列

要の各項目について詳しい情報がえられることを考慮し，

われわれはスヴェルドリク推計を採用した。

　「減価償却行列」は，後述の固定資本行列を用いて独

自に推計した。まず，公表固定フォンドパランス（Nar－

khorz’68＞に示される種類別固定資本総額をウエイトに

して固定資本の種類別減価償却率（Narkhoz’67，　p．220）

を加重平均し，重工業部門供給固定資本の償却率を10．7

％，建設部門のそれを4・2％とした。．農業部門供給固定

資本の償却率は部門別償却率で代用して7．1％とした。

次に，これらをそれぞれ7部門「固定資本行列」の重工

業行，建設行，農業行に乗ずると，減価償却行列ができ

あがる。ただし，このようにして算出された減価償却行

列の列合計とスヴェルドリク表付加価値象限の減価償却

行とを対比すると，建設部門のみ前者が後者を大きく上

廻るので，後者に前者が等しくなるように建設部門列を

一率に削減した。

　「固定資本行列」は，ペルキン推

計（［1］PP。104－5）をわれわれの7部

門に集約し，それに若干の訂正を加

えることによって作成されている。

固定資本行列作成の基礎的資料は，

公表固定フォンドバランス（84内生

部門×27種類別固定資本）を転置し

て，種類別固定資本を重工業，建設，

農業に統合することによってえられ

る。しかし，公表66年バランスは，

第1に，建設，農業，商業その他の

各部門について構築物と伝導装置の

区分がない（構築物は建設部門，伝

導装置は重工業によって供給され

る），第2に1955年対比価格／年平均帳簿価値表示であ

り，時価表示ではない7）。これらの諸点を考慮に入れた

固定資本行列の推計を行なったのが，ベルキンだと判断

することができる。ただし農業に関するボックス（4．4）

はベルキン表の数字（11・166）は公表ベランスからえられ

る数字（16・166…）と50億ルーブノレも異なっており，疑

問があるので，公表バランスふらえられた数字に訂正し

た。

　「在庫資本行列」は，ペルキン推計（［1］PP．108－9）に

拠る他ないので，それを7部門に集計したものを採用し

た（ソ連では在庫は「物的流動手段」と呼ばれる）。

　「賃金」行と「総生産高」行は共にスヴェルドリク表’

　7）　ソ連における固定フォンドのカテゴリー区分，

評価方法等については森［22コ参照。
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第6表係数行列（・4，ω，B）一生産者価格表利用のケース

フロー係数行列
　　　　　　　重工業　　．軽工業　　食品工業

　　ノ霊・　　　　　　1　　　　　2　　　　　・3
建設農業運
　4　　　　　　5　　　　　　6

商業・補給・

調達・その
他　　7

1重　工　業

2軽工業
3食品工業
4建　　　設

5農　　　業’

6運輸・通信

・離：囎イ色

0．48665　　　0．05334　　　0．04558

0．01722　　　0．51091　　　0．00859

0．00874　　　0．01558　　　0．28806

0．02285　　　0．00263　　　0．00444

0．00475　　　0．11785　　　0．49184

0．05174　　　0．00995　　　0．01587

0．42379

0．01315

．0．00326

0．00540

0．00071

0．08851

0．08751　　　0．22148

0．00364　　　0．00791

0．01080　　　0．00069

0．01671　　　0。05670

0。22357　　　0．00062

0．01108　　　　0．02258

0，01495　　　　0．00620　　　　0．01985　　　　0．01827　　　0．01119　　　　0．00571

0．11715

0．01415

0．01639

0．02970

0．00484

0．01644

0．00941

賃金係数ω 0．21131　　　0．08761　　　0．05077　　　0．36479　　　．0．04822　　　0．31649　　　0．41566

ストック係数行列

　　8
1重　工　業

2軽工　業
3食品工業
4建　　　設

5農　　　業

6運輸・通信

・離：囎危

0．72302　　　0．2享764

0．0　　　　　　0．03675

0．0　　　　　0．0

0．53301　　　　0．07088

0．00444　　　0．00039

0．0　　　　　0．0

0．0 0．0

0．17769

0．0

0．05506

0．10737

0．00151　、

0。O

　　PO．0

0，31144

0．0

0．0

0。09221

0．00037

0．0．

0．0

0．31476　　　0。91000　　　0．36912

0．0　　　　　　　0．0　　　　　　　0．09039

0。0　　　　　　　0．0　　　　　　　0．09278

0．38294　　　1．32058　　　0．70604

0：47642　　　0．00455　　　0．48117

0．0　　　　　　0．0　　　　　　0．0

0，0 0．0 0。0

第7表消費係数e，消費構成α，産出掘削（0）

　　　、一生産者価格表示データの場合

ケース1’ ケ「ス2’

消費係数　c 消費構成　9 消費係数　e 消費構成　σ

　初期

Y出額（10
ｭルーブル）
@劣（o）

重
軽
食
建
農
置

1
　
2
　
唖
」
　
4
　
5
　
1
0

業
業

工
工

食品工業
設　業

　　業

　運輸・通信

・離：囎他

0ユ44

0．164

q．381・

0，185

0．乳98

0．047

0．134

0．115

0．131

0．304

0．148

0．158

0．037

0．106

0．144　　　　　0，134

0．164　　　　　0．136

0．381　　　　　　0．357

0．0　　　　　0．0

0．198　　　　・0．186

0．047　　　　　0．044

0ユ34． 0．125

140，7

44．1

61．0

43．3

79。6．

19，1

19．6

計 ・ゐ・ P・脚1・・681・㎝い・・5

（備考）．本表はTrem1［18］PP．31－49の75内生部門産業連関者を7部門表に集計し，

　　　最終需要象限の「私的消費」列と「公共消費」列の和をとり，それをそのまま

　　　消費ベクトルとした（ケース2’）。さらにその消費ベクトルの建設部門エレメン

　　　トに第5表の建設部門消費額195億ルーブルを加えたのがケース1’である（建

　　　設部門は表示価格の差異によってほとんど影響をうけないので，このような操

　　　作も許容されよう）。消費ベクトルをげ（0）＝105．340で除すと消費係数が求め

　　　られ，構成が算出される。

からえられている。　　　　　　　　　　・

　第1表が一度作成されると主要技術係数行列はただち

に計算され’うる。すなわち，部門別の投入額，減価償却

額，固定資本額，在庫資本額，賃金総額を各部門の産出

額＝総生産高で割ると1投入係数行列ゑω，減価償却係

数行列ゑ（2），固定資本係数行列8ω，． ﾝ庫資本係数行

列8②，賃金係数ベクトルωがえられる。これらをも

とにして計算されたフロー係数行列ム，

砂とストック係数行列βはそれぞれ第2

表，・第3表の通りである。

　ターンパイク模型の利用のためには，

以上でえられた情報の他に，消費係数ベ

クトルCないし消費構成ベクトルσに

関するデータが必要である。これらは，

再びスヴェルドリク表の最終需要象限

（第4表）を用いて算定された。部門別消

費額をエレメントとする消費ベクトルC

を第4表から確定し，それを第1表に示

される物的生産部門の総賃金フォンド額

躍（0）＝108．7で除すると，消費係数ベク

トルCがえられる。さらにσρ）構成比

をとると消費構成σがえらμる。この

結果は，第5表の通りである。ケース1

とケース2との差異は最終需要の「その
　　　　　　　　　ノ

他の支出」を消費に含めるか否かにある（¢1≦C2）。，最終

需要表の個人消費は「不生産部門」に従事する労働者の

個人消費を含むし，社会的消費等と部門別賃金との相関

関係は一般に弱いから，上記の方式はあくまで第1次的

接近と理解されるべきである。

　生産者価格表示の投入産出資料は，現在存在する多分

唯一の推計であるTrem18脇‘．（［17］，［18］）の75内生

●

O
－
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・第8－1表　蓄積ターンパイク（購入者価格表示データの場合）

　初期産出
@κ（o）

p蝉力。（％）

ケース1
X＊＝10．0％

ケース2
X＊＝7．5％

ケース1
ﾁ＊＝10．0％

@P＊

ケース2
ﾁ＊＝7．5％

@P＊
げ（％）1噛（・） ♂（％）1勲（・）

247

1　重

2軽
3

4建
5農
6

業
業

工
工

食「

i工業
業設

業

　運輸・通信

・離：華商

166．9（34．8）　171．9（35r8）

57．0（11．9）　　57．3（12rO）

90．6（18．9）　　89．2（18．6）

43．5（　9．1）　　42．2（　8．8）

83．0（17．3）　　80．0（16．7）

19．0（　4．0）　　19．4（　4．0）

19．7（　4．1）　　19．6（　4．1）

1．030

1．005

0．985

0．971

0．964

1．022

0．995

175．3（36．5）

58．5（12．2）

89．1（18．6）

38．2（8．0）

79．3（16，5）

19．7（　4．1）

19．6（　4．1）

1．050

1．027

0．983

0，877

0．955

1．039

0．996

0・989，

0．647

0．833

1．074．

1．165

1．048

1．244

0．974

0．655

0．840

1．099

1．194

1．027

1．212

ーニコ
P

1479・7（…）！・…ン（…）i［…3］！・・9・・（…）1［・・3・・コII…
7．0

（備考）　1ルーブル単位κ＊は8κ＊＝εx（0）と規準化して算出。

　　　2　ルーブル単位漏＊（％）1初期産出（％）は小数第2位4捨5入で表示してあるので，本表の娩＊／娩（0）と

　　　　は直接合致しない。

　　　　　　　ア
　　　3［．．］＝Σ1¢乞＊傾。）一11

　　　　　　　z＝五

　　　　　　　第8－2表　蓄積ターンパイク（生産者価格表示データの場合）

重
軽
食
建
軍
揮

1
　
2
　
3
　
4
・
　
5
　
6

重　工　豪
猛　工　葦

葺晶工業
設　業

　　業
　運．輸・通信

7商業・補給・
　調達・その他

　初期産出
　3P（o）

10億
ルーブル（％）

140．7（34．5）

44．1（10．8）

61．0（15．0）

43．3（10．6）

79．6（19．6）

19．1（　4．8）

19．6（　4．8）

11
ス
妬
一
＝

ケ
グ

・＊ i％）1卿・（・）

136．3（33．5）

噛47．4（11．6）

63r5（15．6）

41陰0（10．1）

8ユ．1（19．9）

18．7（　4，6）

19．5（　4．8）

0。968

1．076

1．041

0．947

1．019

0．979

0．993

ケース2’
9＊＝13．9％

が（％）1卿・（・）

143．8（35．3）

48．6（11．9）

64鯨2（15，8）

29．1（　7．1）

84．5（20．7）

18．0て4．4）

19．3（　4．7）

1，022

1．103

1．052

0．671

1ρ61

0．943

0。982

ケース1’

γ＊＝9．6％

　P＊

0．988

0．743

1．049

1．045

1．131

0．934

1．110

ケース2’

γ＊騙13．9％

　P＊

1．016

0．725

1．020

1．005

1．072

0．971

1．191

計 1・…（…）1・…（…）｛［・248］・・75（…）1［・642］1・・ 70

（備考）　第8－1表備考参照。

部門表の7部門集計表（1万ルーブル単位4捨5入）を採

用した。ただし，今回は，中間財取引行列，賃金ベクト

ル，産出ベクトルのみを変え，固定資本行列，在庫資本

行列はベルキン推計を用いることとした。ただし，百万

ループ～レ単位以上を有効数字とし，各部門償却率もそれ

に合わせてより精密に行ない，減価償却行列の各列合計

はすべて付加価値象限の減価償却行と厳密に一致するよ

うにした。このようにしてえられた主要係数行列は第6

表，消費係数，消費構成は第7表の通りである（躍（0）＝

105．340）o

　　　　　　　　　4・試算の結果

以上の模型と資料とを用いて，1966年を基準年とす

る動学径路の一連のシミュレーションを行なった。ここ

ではT＝10の揚合に焦点を定めてその主要部分を報告

する（以下の試算では，計画問題σ∬），（εγ6）に添えら

れた条件および「仮定1」，「仮定1’」の要請はすべてみ

たされた）。

　4・1蓄積ターンパイク模型による試算

　L蓄積ターンパイク（購入者価格表示データの揚合）：

〈第8－1表〉。均衡成長率g＊は，消費係数ベクトノ財のケ

ース1・2においてそれぞれ10・0％・7・5％であった。後

者の方がソ連の社会的総生産物の実際のマクロ成長率

（1965－70平均7．4％，1965－75平均6．9％）に近い。この

ように最終需要部分の五行列へのaugmentの仕方に

よって，均衡成長率はかなり異ったものとなる。換言す

ると均衡成長率算定には恣意性の介入する余地が多分に

ある。閉鎖系に固定消費部分を付加して準閉鎖系に変え

ても，．4，・Bが変化しない限り均衡成長率は変化しない

から，恣意性をなくすには，配＝oとした二合，駅基準時

の生産的蓄積分以外の最終需要部分をケース2のように

すべて温にaugmentしてg＊を算出すべきであろう。
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第9表　最適生産構成と最適成長率の推移一ケース1（9＊＝10％）

　
　
　
　
　

生
産
構
成
％

　
　
　
　
（

成

長

　
　
率
％
　
（

期

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
1

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

　
　
　
　
　
　
　
　
1

一
一
＝
＝
一
二
一

〇
1
2
3
4
5
6
7
8
9

重工業軽工業飾蝶鱗業農業運 ｳ難二。馨竜
　1　　　　　　2　　　　　　3　　　　　　4　　　　　　5　　　　　　6　　　　　　7

34。793　　　　11．882　　　　18，887

35．809　　　　11．949　　　　18。604

35．771　　　　11．954　　　　18．612

35．688　　　　11．966　　　　18．629

35．506　　　　11．991　　　　18．666

35．105　　　　12．052　　　　18．751

34．214　　　　12。231　　　　18．960

32．037　　　　12．910　　　　19．559

26．920　　　　16．578　　　　21．996

9・239　　　　32．745　　　　31．550

0．0　　　　　0．0　　　　　0．0

9．068　　　　17．302　　　　　3．961　　　　　4．107

8．794　　　　16．710　　　　　4．046　　　　　4．087

8．786　　　　16．746　　　　　4。043　　　　　4，088

8．767　　　　16．824　　　　 4．036　　　　 4．090

8．725　　　　169995　　　　　4．022　　　　　4．095

8．632　　　　17．365　　　　　3．989　　　　　4．106

8．392　　　　18．156　　　　　3．917　　　　　4．131

7．840　　　　19．722　　　　　3．741　　　　　4．191

4．572　　　　22．207　　　　　3．341　　　　　4．386

0．Q　　　　　　19．694　　　　　1r895　　　　　4．877

0．0　　　　　　　0．0　　　　　　10．407　　　　89．593

　10．359

　9．916

　9．779

　9．479

　8。814

　7，336

　3，651

　－4．886

－51．941

－100．000

　7．829　　　　　5．621

10．079　　　　10．078

ユ0．138　　　　10．135

10．273　　　　10．262

10．620　　　　10．560

11．762　　　　11．352

16．844　　　　14◎194

45．358　　　　27．301

176．588　　　100．858

一100．000　－100．000

　3．989　　　　　3．552　　　　　9．537　　　　　6◆698

　9．924　　　．10．269　　　　 9．949　　　　10．060

　9．798　　　　10．549　　　　9．851　　　　10．095

　9．514　　　　11，157　　　　9．639　　　　10．173

　8．892　　　　12．455　　　　　9．169　　　　10．353

　7．057　　　　15．145　　　　　8．146　　　　10．805

　3．417　　　　20．248　　　　　5．710　　　　12．307

－33．987　　　　27．456　　　　　1．091　　　　18．447

－100．000　　　　24．183　　－20。557　　　　55．729

　0．0　　　－100．000　　　　23．504　　　313．22b

乖離度

［1．204］

［0．048］

［0．157］

［0．206］

［0．444］

［0．971コ

［2．174］

［5．079］

［13．864］

［37．563］

［91．867］

マクロ
成長率

　7．225

　1q．032

　10．035

　10．040

　10．059

　10．130

　10．695

　13．194

　40．034

－77．506

　　　　　　　
（・考）［・］一 ﾋ1器一諾一1

ともあれ，われわれの試算によってソ連の議論に関する

判断規準がえられる。すなわち，エフィモフーモフシォ

ヴィッチの65年データによる試算（g＊＝8％）は，65年と

66年の相違（実際の成長率65年7．9％，6◎年7・3％）を考

慮すると，われわれのケース2に非常に良く符号してい

る。チェルムヌィフの10．1％はケースユに対応してお

り，カントロヴィッチーマカロフの9．3％はケース1と．

ケース2の中間方式によっていることが推測される。

　均衡生産構成と基準時の実際の構成はケース1におい．

てより近いが，両ケースとも乖離はわずかである。実際

の生産は，重工業，軽工業が若干過少であり，食品，建

設，農業が過大だと表から読めるが，これは基準時の資

料を直接用いて係数データを作成したこど，重工業部門

の消費係数を食品工業についで高くしたことによる。

　生産構成に比し，均衡価格指数P＊の66年価格指．数

との乖離は大きい。軽工業，食品工業，重工業の価格引

下げ，農業，商業その他については引上げが望ましいと

いうのがその含意である8）。

　　8）67年卸売価格改定と66年データにもとつく生
　産価格計算との対比についてはベルキンの議論（［1］

　ii・蓄積ターンパイク（生産者価格表示デーダの揚合）：

〈第8－2表〉。均衡成長率はケース1’，2’においてそれぞ

れ9．6％，13．9％であった。ケース2’は建設部門に対す

る消費需要をゼロとした揚合であるが，この想定は望ま

しくないことが示唆されている。実際の構成により近い

ケース1’の二合，重：工業，建設業が過大，軽工業，食

品工業，農業が過少だという現実適合的な結果をうる。

均衡価格指数についてみると，軽工業のみ大幅に改定し

た方が望ましいことが示され’ている。食品工業に関して

は，取引税を除去した生産者価格改定の必要度は低いが，

軽工業についてはなお問題が残るという現実適合的結果

が不されている。

　iH・最適径路のターンパイク特性（購入者価格表示デ

ータの揚合）：〈第9表〉，〈第10表〉。最適径路が，ケー

ス1，2ともにおいて，計画第1期，ないし第2期にター

ンパイクに集東レその後ターンパイク上を経過し，第

pp．83－161）がまず参照されるべきである。66年デー

タによるSeton［15］の試算結果は，筆者の理解を超

える。データになんらかの欠落があるものと推測され
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

●
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第10表　最適生産構成と最適成長率の推移．　ケース2（g＊＝7・5％） （単位＝％）

1讃陪業 軽工業

　　2

業工品食

3

建．設業

　　4

農　業

　　5

・
信
四
通
6

　　　　ロ　　　　　　　　　　　　コ
　　　　　　　しロ

調達・その他．．乖離度
　　　　　7　　　　　　　．

　
　
　
　
　

生
産
構
成
％

　
　
　
　
（

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
1

34．793

36．233

36．490

36．421

36．266

35．915

35．118

33．116

28．290

10．712

0．0

1L882

12．258

12．211

12．221

12．243

12．297

12．458

13．081

16518

32．077・

0．0一

18．887

18．616

18．577

1．8．591

18．623

18．697

18．884

19，434

21．728

30．987

0．0

9．068

7．404

7．944

7．927

7．891

7．808

7588

7．079

3．987

0．0

0．0

17．302

16．591

16．578

16．644

16．790

17．114

17．824

19。270

21．649

19．362

　0．0

5．961

4．816

4．109

4．103

4．091

4．063

3．998

3．836

3．459

2．018

13．972

4．107

4．083

4．092

4．094

4．098

4。108

4．130

4．186

4．36り

4．844

86．028

　　［2．244］

　　［0．873］

　　［0・08弓］

　　［0ユ66］

　　［0．369］

　　［0．831］

．　［　1r9．13］

　　［4．586］

　　［12，881］

　　．［35．887］

　　［91．813］

　　　　　　　　　　1 マクロ

ｬ長率

成
長

　
　
率
％（

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
1

＝
一
一
二
一
［
＝

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

　　　5．495

　　　8．832

　　　7．303

　　　7．052

　　　6．483

　　　5。190

　　　1．905

　－5．777

－48．583

＿100．00．O

　　　4．505

　　　7．649

　　　7．591

　　　7．703

　　　7．999

　　　8．9．88

　　13．470

　　39．276

　163，704

＿100■000

　一〇．154

　　　7．840

　　　7．589

　　　7．695

　　　7．952

　　　8．650

　　11．213

　　23．319

　　93．656

－100，000

　一17．293　　　・“2，867

　　15r947　　　　　7．986

　　　7。288　　　　　7．931

　　　7．012　　　　　8．453

　　　6．391　　　　　9．599

　　　4．544　　　　　12．042

　　　0．823　　　　16響831

　－37．885　　　　2’3．917

－100．000　　　　21．444

　　　．0，0　　　　　－100●000

　　23．164

　　－7．790

　　　7．361

　　　7．181

　　　6．，777

　　　5．875

　　　3．682

　　－0．546

　－20．789

，　56．343

　0。723

　8．291

　7．557

　7．621

　7．775

　8．169

　9、515

15．141

50．529

300．998

　　1．301

　　8．066

　　7507

　　7．510

　　7523

　　7．576

　　8．067

　10。296

　35．791

－77．423

第．11表　最適成長率の推移（生産者価格表示データの場合） （単位：％）

ケース1’（g』＊＝9．6％）

讃陪業 軽工業

　　2

食品工業

　　　3

．
業
設建

4

農　業

　　5

運輸・

　通信
　　6

給
他蕩蓄商調

7

1
2
3
4
5
6
7
．
8
9
0

　
　
　
　
　
　
　
　
1

＝
一
＝
＝
二
一

〇
1
2
3
4
5
6
7
8
9

　一7．454

　　17．874

　　　9．225

　　　8．864

　　　8．095

　　　6．446

　　　2．817

　－4．365

－71．774

＿100，000

　　10．698

　　　9．838

　　　9．661

　　　9．783

　　101040

　　10．593

　　12．102

　　39．538

　243．289．

一．100●000

　　　6．250

　　10．739

　　　9．680

　　　9．822

　　10．122

　　10．752

　　12．214

　　27．235

　145．573

＿100■000

一35．295　　　　　4．632　　　　87．156

　　64．918　　　　10．450　　－40．956

　　　9．333　　　　10．095　　　　9．445

　　　9．091　　　　10。692　　　　9328

　　　8．579　　　　11．928　　　　　9．081

　　　7．469　　　　14．450　　　　　8．554

　　　4，789　　　　19．421　　　　　7．386

　－34．068　　　　28．856　　　－0．413

－1QO．000　　　　34．479　　　－8．991

　　　0．0　　　－100．000　　　　53．119

一1．156

1．3。525

　9．610

　9．676

　9．814

10．102

10．691

　9．930

20．472

414．533

マクロ
成長率

　　0．701

　12。167

　　9．560

　　9．571

　　9．593

　　9．641

　　9．777

　12，008

　49．791

－76．605

ケース2ノ（g＊＝13．9％）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

　
　
　
　
　
　
　
　
1

一
一
一
一
＝
一
．
㎜
＝

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

　　一4．472　　　　．16．744

　　28．937　　　　14．359

　　13．598．　　　14．056

・　　13．253　　　　14．181

　　12．549　　　　14．433

　　11．100　　　　14．960

　　　8．050．．　　16．458

　　　2．455　　　　44．998

　－59．026　　　234．207

＿1009000　　 －100．000

　　　9．942

　　15．854

　　14．078

　　14．225

　　14．522．

　　15ユ24

　　16．528

　　32．185

　144．166

－100・000

一85．576

　460．814

　　13．556

　　13．167

　　12．372

　　．10．699

　　　6。633

　－53．204！

一100■000

　　　0．0

　　11．855

　　15．243

　　14．52i

　　15．116

　　16．300

　　18．622

　　23．038

　　31．204

　　33．882

－100，000

　153．495．

二55．060

　13，810

　13。684

　13．428

　12．903

　11．762

　　3．640

　　1．956

205．433

一1．836

20．954

14．002

14．071

14．212

14．493

15．039

14．039

26．912

392． D582

　　2．081

　18．432

　13．946

　13．959

　13．985

　14，040

　14．194

　16．643

　54．324

＿73，374

．249

，
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第12－1表　消費ターンパイク（購入者価格表示データの場合）

ケース1初期産出が（o）

P0億ルーブル

@　　　（％）

9鴇10％が（％） 9＝7％が（％）

ーケース2

X＝7．5％が（％）

㌔1重　工　業

Q軽　工　業

R食品工業
S建　設　業
T農　　　業
U運輸・通信
E離：戦危．

166・9（34．8）

T7．o（i1．9）

X0・6（18．9）

S3・5（9・1）

W3ゆ（17．3）

P9・0（4，0）

P9・7（4．1）

173・2（35・8）164．4（33．8）

T7・8（12・0）　6U（12．6）

X0・0（18・6）　97．3（20。0）

S2・5（8・8）　39．3（8。1）

W0・7（16・7）　85・2（17．5）

P9・6（4・0）　18．9（3．9）

P9・8（．4・1）　20・6（4．2）

178・3（36．5）

T9・6（12・2）

X0・6（18．6）

R＆8（8・0）

R0・7（16・5）

Q0・1（4・1）

Q0・0（4．1）

．計 479・7（100） 4835（100）　486．8（100） 488・0（100）

消費額（θ＊） 且1雛＝賜 156。9　　　　172．0 169．1

最適消費累計　’

@（δ＝10％） 一　　　1 1693．8　　　　1639．4 1602．9

Vo1．34　No．3

第12－2表消費ターンパイク（生産者価格丁丁データの場合）

ケース1’ 　　　　　　　1
Pース2’初期産出劣（o）

P0億ルーブル

@　　　（％）

9＝8％が（％） 9＝5％が（％） 9＝8％が（％） 9＝5％劣＊（％）

1

重
軽
食
建
農
運
商
　

1
　
2
　
3
　
4
　
5
　
6
　
　
7

怪
盗

工
工

食品工業
設　　業

　「、業

運輸・通信
商業・補給・
調達・その他

140．7（34．5）

44．1（10．8）

61．0（15．0）

43．3（10．6）

79．6（19．6）

19．1（　4．7）

19．6（　4．8）

132．3（32．2）

49．0（11．9）

66．5（16，2）

39．7（　9．7）

84．1（20．5）

18．8（　4曾6）

20．4（　5．0）

122．7（29．9）　　125．5（30．3）　　115．6（27．8）

51．2（125）　　　5L1（12．3）　　　535（12．9）

71・4（17・4）78・8（19．0）84，9（20．4）

．36．8（　9．0）　　　195（　4ン）　　　14ゐ（　3．5）

88・4（21・5）98・6（23・8）．104・1（写5・0）

18．7（　4．6）　　　18．1（　4p4）　．　　18．0（　4．3）

21・8（5・3）　23・3（5・6）　25．0（6．0）

卜’ぎ
口

消費額（θつ

1・…（100）　　　　　410．8（1）・…（…）1・…（…）・・5・（…）

138．9 152．2　　　　　　　141．7　　　　　　　155．8

最適消費累計
　（δ二10％）

1375．7 1304．9 1085．1 1270．7

7期目から終期調整に入るというターンパイク特性が明

瞭に看取される。終期調整ρ現実性は論外であるが，ケ

ース1の初期調整の変動がマイルドだという点は注目に

値する。ケース2では建設，運輸・通信部門における調

整振動が激しい。両ケースとも均衡構成と基準構成の差

異を反映して，初期調整プロセスで重工業が若干優先成

長する。またケース2では，建設部門の振動の激しさの

ゆえに，初期から第1湿たかけてマクロ成長率が極端に

低くなっている。

　iv・最適径路のターンパイク特性（生産価格表示デー

タの揚合）：〈第11表〉。この揚合も先と同様のターンパ

イク特性を確認することができた。初期調整で注目され

．るのは，初期から第1期にかけて軽工業，食品工業が優

先的に成長するが，次期には逆に重工業，建設という2

大資本供給部門が優先的に成長することである。ケース

1’，2’ともに，特に建設部門，運輸・通信部門の初期調

整振動の激烈きが特徴的である（もちろんケース2’にお

いて振動がより激しいが）。・

　4・2　消費タ〒ンパイク模型による試算

　消費ターンパイク模型利用の場合は，蓄積模型利用の

削合と異り，「仮定1’」を．みたす範囲内で自由に均斉成

長率gを与えることができる。賃金フォンド成長率g

としては・落剥模型利用の揚合と比較対照が可能なよう

に，10％，7．5％を指定した他，実際の賃金フォンド成

長率（「国民経済賃金フォンド」成長率は，1965－70年平

均7．9％，65－75年平均7．2％）に近い8％，7％，・さらによ

り低い5％などを指定レてみた。割引率δは0，±10，

±15，±30％としたが，ここでは試算結果の一回目か紹

曜
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∫u1．　1983 ソ連経済のターンパイク径路と最適径路

第13表　最適成長率・．消費成長率（購入者価格表示データの場合）
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ケース1（g＝10％；δ＝10％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　運輸・　商業・補給・
澱重干業墾食鰐獣農，業割勘達・弄・他
　　　．

1
2
3
4
・
5
6
7
8
9
0
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
1

一
一
一
一
｝
一
一
一
一
一
一

〇
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1

14．288　　　　　0．800　　　－7．221　　　　10．883

9．870　　　　21．703　　　　29．547　　　　6．674

10．000　　　　　9．999　　　　10．001　　　　10．000

10．000　　　　10．001　　　　　9．999　　　　10．043

10．052　　　　　10．000　　　　　10．000．　　　10．010

10．003　　　10．000　　　10，000　　　10．010

9．993　　　　10．000　　　　10．000　　　　10．011

9．953　　　　10．gOO　　　　IO陰000　　　　　9陰979

10．000　　　　10．000　　　　10．000　　　　　9．948

10．000　　　10．000　　　10．000　　　10．000

10．000　　　10，000　　　10．000　　　10．000

一1．780　　　　11．356　　　　－2．618

19．768　　　　11．916　　　　　25．101

10．000　　　10．000　　　　10．004

10．007　　　　10．000　　　　　　9。598

10．011　　　10．000　　　　10．000

10．028　　　　10．054　　　　　10．000

10．061　　　　　9．996　　　　　10．000

10．159　　　　9．983　　　　10．GOO

　9．655　　　　　9．968　　　　　10．000

　9．897　　　　10．000　　　　　10．000

10．183　　　10．000　　　　10．000

マクロ
成長率

4．724

16．483

10．000

9．989

10．021

10．009

10．009

10．007

9．936

9．983

、10．030

消　費
成長率

一12．0

　37．6

　10．0

　10．0

　10．0

　10．0

　10．0

　10．0

　10．0

　10。0

　10．0

ケース1（g＝7％；δ＝＝10％）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1

　
　
　
　
　
　
　
　
1
1

一
＝
一
＝
一
＝
＝

0
1
2
，
3
4
5
6
7
8
9
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
1

3．077　　　　17．112　　　　17．614　　－15．266

9．431　　　　　5．090　　　　　4．724　　　　22．160

7．011　　　　　6．693　　　　　6フ34　　　　　79056

6．976　　　　　7．236　　　　　7．168　　　　　6．939

6．976　　　　6．936　　　　6．955　　　　　6．975

6．954　　　　　7．014　　　　　7◎169　　　　　6．858

6．988　　　　6．764　　　　6．641　　　　7，053

6．965　　　　6．977　　　　7．068　　　　7．010

7．120　　　　　6．844　　　　　6含629　　　　　7．016

6515　　　　　7．276　　　　　7．032　　　　　6．523

7．471　　　　　7◆033　　　　　7．433　　　　　7．564

11．108　　　　37．310

5．820　　－16．922

6．869　　　　 6．980

7．101　　　　7．000

6．969　　　　　6．999

6．999　　　　　6．973

6．776　　　　　6．974

6．962　　　　6．982

6．748　　　　　7曾029

7．193　　　　　7．105

7．276　　　　　6．919

9．760

9．207

6．895

7．190

6．654

7rO98

6．758

7．057

7．133

6．953

6．984

8。847

6．850

6．888

7．076

6．953

7．012

6．848

6．995

6．911

6。874

7．340

22．4

4．4

6．8

7．1

7．0

7．3

6。5

7．2

6．4

7．5

ケース2（g＝7，5％；δ＝10％）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
11

［
一
［
一
一
一
一
｝
．
一
一
一

〇
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1

13．636　　　－8フ39　　－22r364　　　　5．450

8．687　　　　32．799　　　　49．194　　　－2．202

7．474　　　　　7．077　　　　　7．287．　　　　7．499

7．501　　　　　7．531　　　　　7．481　　　　　7璽512

7．500　　　　　7500　　　　　7．500　　　　　7．500

7．500　　　　　　7．500　　　　　　7．500　　　　　　7．500

7．500　　　　　　7．500　　　　　　7．500　　　　　　7．500

7．500　　　　　　7．500　　　　　　7．500　　　　　　7．500

7．500　　　　　7．500　　　　　7．500　　　　　7．500

7．500　　　　　　7．500　　　　　　7．500　　　　　’7．500

7．500　　　　　　7．500　　　　　　7．500　　　　　　7．500

一11，575　　　　　　8r802　　　　－14．242

　27．196　　　　12．262　　　　　36．494

　7．334　　　　　7，456　　　　　　8．096

　7．496　　　　　7．500　　　　　　6．752

　7．500　　　　　7．500　　　　　　7．699

　7．500　　　　　　7．500　　　　　　　7．500

　7．500　　　　　7．522　　　　　　7．500

　7．500　　　　　　7．478　　　　　　　7▼500

　7。500　　　　　　7．500　　　　　　　7．500

　7．500　　　　　7．500　　　　　　7．500

　7．500　　　　　　7．500　　　　　　　7．500

一2．263

20．431

　7．394

　7．470

　7508

　7500
　7．501

　7．499

　7．500

　7．500

　7．500

一31．6

　69．0

　7．5

　7．4

　7．5

　7．5

　7．5

　7．5

　75
　7。5

介できないことをあらかじめことわっておきたい。

　i．消費タ7ンパイク（購入者価格表示データの場合）：

〈第12－1表〉。ケース1（9＝10％）の揚合の均衡生産構成

は，蓄積ターンパイク（ケース1）と同一であるが・9＝7

％という現実性の高い賃金フォンド成長率を与えると，

重工業，建設部門の実際の生産は過大，軽工業，食品工

業，農業は過少という現実適合的結果ボえられた。しか

も，賃金フォンド・をフルに用いた均衡産出額二二消費

額はg＝7％の場合の方が，g＝10％のときより副いこ

とが読みとれる。ケース2で9＝7・5％とした揚合の均

衡生産構成は，蓄積ターンパイク（ケース2）と同一であ．

ることも容易に看取される。

　ii．消費ターンパイク（生産者価格表示データの揚合）：

〈第12－2表〉。．蓄積ターンパイクの均衡成長率より低や

のg＝8％，5％を外生的に与えると，重工業，建設の実

際の生産は過大で，軽工業，食品工業，農業は過少だと

いう結論を引出すことができる。ケース1’は現実適合

的だが，ケース2’は均衡下の建設部門の比重が小さく

なり過ぎているため適切な条件設室といえないことは前

と同．様である。

’
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第14表最適成長率・消費成長率の推移（生産者価格表示データの場合）

Vol．34　No．3

ケース1’（g＝8．0％；δ＝10％）

澱
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1

　
　
　
　
　
　
　
　
1
　
1

｝
一
　
一
一
一
一
「
一
一

〇
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
1

重環軽環食品工業轍業農業運r
　1　　　　　　2　　　　　　3　　　　　　4　　　　　　5　　　　　　6

商業・補給・
調達・その他

　　7
一〇．432　　　　36．606　　　　16．883　　　－7．505

6．221　　－15．448　　　　 7．193　　　　　3．020

11．900　　　　21．143　　　　　9．724　　　　21．261

7．990　　　　　8．297　　　　　8．020　　　　　8．035

7．873　　　　　7．709　　　　　8．145　　　　　7．858

8．042　　　　　8．045　　　　　7．698　　　　　8．073

7．990　　　　　7．888　　　　　8．075　　　　　7．871

7．928　　　　　7．998　　　　　7。865　　　　　8．014

7．917　　　　8．073　　　　8．082　　　　　7．941．

7．892　　　　　8。061　　　　　8．076　　　　　8．124

8．396　　　　　8．007・　　　　8rO25　　　　　8．135

13．699　　　　46．158　　　　－3．399

6．816　　　　　0．180　　　　56．382

9．581　　－15．344　　　－13．344

8，026　　　　　7．910　　　　　　7．650

8．007　　　　　　8．134　　　　　　 8．507

7．839　　　　　7．832　　　　　　7．450

8．021　　　　　8．077　　　　　　8．237

7．942　　　　　7．882　　　　　　7．892

8．087　　　　　7．966　　　　　　7．946

8．042　　　　　8．040　　　　　　8．078

8．014　　　　　8．140　　　　　　8．050

マクロ
成長率

10．216

5．048

9．686

8．023

7．967．

7．909

8．003

7．933

8．003

8．011

8．157

消　費
成長劃

一7．7

44．8

－0．8

　7．7

　8．7

　7．3

8．3

7．7

8．1

8．1

◎

ケース2’（g需8．0％；δ・＝15％）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1

　
　
　
　
　
　
　
　
1
　
1

皿
［
【
一
一
一
一

　
　
　
　
　
　
　
一
」

　
　
　
　
　
　
　
　
　
一
一

〇
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
1

一3．724　　　－2．861　　　－0．758　　－23．290

－8．194　　　　76．864　　　　55’085　　－100．000
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12．727　　　139．310　　　　　　0．123

33．405　　　　24．962　　　　　11．310
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－1．763　　一一12．008　　　－49566

18．250　　　　31．209　　　　124．683

－0．739　　－10．147　　　－45．095

17．282　　　　28．526　　　　106．946

　0．529　　　－8r728　　　－40．946

16．080　　　　26．909　　　　95．286

－4，163　　　－5r578　　　－31，447

16．642　　　　14．877　　　　　31．994
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9．912

6．166

9．978

6．952

4．188

12．003

一10．1

　23．3

114．3

－61．8

195．0

－56．8

1615

－52．3

140．6

－39．6

　iiL最適径路のターンパイク特性（購入者価格表示デ

ータの揚合）：〈第13表〉。割引率を10％とするとケー

ス1（g＝10，7％），ケース2（F7．5％）のいずれ’の揚合も，

生産と消費の最適径路は第2期目以降最終期に至るまで

ターンパイク径路に集束し続けることが確かめられる。

初期調整では・ケース1（9＝10％），ケース2（9＝7．5％）

の揚合一重工業過少，軽工業・食品過大ケース　　は，

籾期から第1期にかけて重工業優先成長，次期に広義軽

工業優先であるが，ケース1（g＝10％）一重工業過大，

広義軽工業過少のケースーでは，逆に初期から第1期

にかけて広義軽工業優先成長，次期に重工業・建設優先

という対照性を看取することができる。最適消費成長率

（∠θ＊¢）／θ＊（6））については．ケース1（4＝10％），ケース2

（g＝75％）において第0－1期大幅下落，第1－2期急上昇

というパターンが示され，ケース1（g＝7％）では第0－1

期急上昇，第1－2期小幅の上昇となっている。マクロの

成長率と滴費成長率の動きから判断すると，ケース1（σ

＝7％）が推奨に値するが，いずれにせよ初期調整振動は

かなり激しいといわざるをえない。

　i▽・最適径路のターンパイク特性（生産者価格表示デ

ータの揚合）：〈第14表〉。ケース1’（g＝5，8，9％；δ＝10

％）において共通にみられたことは，第1に最適径路の

ターンパイクへの第2期目以降の集束，第2に産出額は

特に軽工業が第0－1期に優先成長し，第1－2期に大幅下

落し，第2－3期に再び大幅上昇すること，第3に消費成

長率は第0－1期下落，第1－2期急上昇，第2－3期小幅の

下落を示すことであった。実際の広義軽工業産出額の比

重が過少な馴合の1つのパターンを提供しているといえ

よう。

　ターンパイク特性について重要な例を提供したのはケ

ース2’であった。g＝8％，δ＝0，10％とした場合は，第

3期目以降ターンパイク特性がみられたが，同一成長率

でδ＝15・30％とすると第15表にみられるような振動現

象が生じた。さらに詳しく状況を調べるためにT＝20と

するとδ＝10％の場合でも振動現象を示したが，第15

表から読みとれるように，最適径路は；有意味な時間内

にターンパイクに集束しないけれども，減衰振動しなが

らターンパイクに接近してゆく傾向が存在することがわ

かる（δ一一10・一15，一30％の揚合は建設部門のみ振動）。

ケース2’は，既述のように現実性の観点から棄却しう

，
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第15表．減衰振動の場合

（ケース2’：σ鵬8％；δ＝15％）
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マクロ成長率

4．884

15。218

．5．082

10．139

6．024

9．853

6．253

9．682

6．432

9．520

61590

9．355

6．727

9．217

6。855

9．083

6．959

9．074

7．441．

5，866

10．205

消費成長率

一10．0

　245
110．7

－60．9

．187．3

＿55．7

155．3

－51。0

131．3

－46．6

112．5

－42．3

　97．4

－38．3

　8ヰ．8・

＿34．5

　74．4

－31．0

　67，0

－22．4

るから，ケース2’において割引率次第で最適径路が減

衰振動しサイクル現象を呈することは，ソ連経済．を離れ

た純粋な数値実験として評価されるべき性質を有してい

るといえよう。

5．結 語

　以上，1966年のソ連投入産出関連データにもとつく

試算の結果を簡単にみてきた。若干め例外を除き，ほと

んどの場合，強ターンパイク特性が示されたが，その代

償は概して初期調整振動が激しいということであった。

逆に，初期調整をよりスムーズたするために追加的制約

条件を導入すると（たとえばκ④≧妖ε一1）），ターンパ

イク特性が弱まるし，揚合によ．っては実行可能解さえな

くなることがある（産出額の下限を指定しても上方への

．振動は阻止できないし，多くの場合下限が解になってし

まう）。

　タ．一ンパイク径路にいかにして現実の経済を乗せるか，

という問題は｝社会主義経済の実際の経済運営にとって

最も重要な問題のユつである。均衡成長（実際に計算さ

れるのは，技術係数，在庫等の設定の仕方を考えると弱

い意味の均衡成長である）の実現は，計画化にとって重

要であるのみならず市揚導入の1回目要件にもなりうる

からである。本小論は，そのための方途を考えるための

準備的考察を行なったにすぎない。67年における卸売

価格改定の問題や相対価格変化による係数行列変化を考

慮した動学径路の吟味（このためには重工業部門の細分

化が不可欠）や70年以降ゐ低成長傾向に対応する最適径

路や不足解消のための最適消費径路の試算（これには72

．年データベース，時系列データベースの整備とデータの

改善が不可欠）など残された課題は，今後逐次果たして．

ゆきたいと考えている。

　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

〔後記〕

　1・　本稿のLP計算は，　HITAC　M－150H（プログラ
ム：MPS恥を用いて実行された。“マイコノミックス”

を適用して，すなわちマイコン利用により2部門15ヶ
年規模のターンパイク模型を解くことによって，筆者の

計算作業を側面からバックアップしてくれたのは，長谷

部勇一氏である。同氏の労に感謝したい。’

　2・．予備的実験の1つとして，Br6dy［10］の5部門
データを用いてハンガリ．一経済の蓄積ターンパイク径路

と最適径路を計算してみたが，この最適径路はターンパ

イクへ近づくことなく発散した。

　3．．資本係数行列が正則でない揚合の多部門動学模型

を研究した文献として次のものがある。Luenberger，
D．G．＆Arbe1，　A．，“Singular　Dynamic　Leontief　Sys－
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